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くないように思えるが、なぜ日本の病床はこの程度で
ひっ迫していくのだろうか。

経済学者はこの点について早くから警鐘を鳴らして
きた。例えば、政府の新型コロナウイルス感染症対策
分科会に参加する大竹文雄氏や小林慶一郎氏らが「コ
ロナ患者の受け入れ能力を2倍以上に高めないと、（中
略）、失業率や貧困の増加が発生する。」とする提言を
発した1。また、自殺者の数は2019年から2020年も
2021年も増えている。さらに、このうちいわゆる経済・
生活問題による自殺者数も増加しているうえに、その
うち生活苦が理由だった人の数は1割増の990人にも
なっている2。

経済学者はデータに基づいた分析を行い、EBPM 
（Evidence Based Policy Making：エビデンスに基づ
く政策立案）を常に行っている。具体的には、あとで
みるように、ランダム化比較実験を行って、経済政策
の有効性を分析してきている。もし、飲食店での飲酒
が感染源とするのであれば、飲食店で飲酒をともなっ
た会食を行ったグループと、それを行っていないグ
ループの感染状況をデータで集め、それを分析・考察
することから飲食店における飲酒の禁止や営業時間の
制限などがなされるべきである。しかし、そのような
データを収集しているようなことは2022年1月末現
在では聞かない。

本稿のねらい
本稿では、経済学におけるデータ活用のいくつかの

研究を取り上げる。具体的には、近年のノーベル経済
学賞を受賞した研究を紹介する。また、このコロナ禍
におけるわが国の経済学的分析も紹介したい。これら
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はじめに1

パンデミックによせて
本稿を執筆している2022年1月末において、わが

国の新型コロナウイルス新規感染者数は1日あたり7
万人を超える水準が続いており、病床数ひっ迫などの
ニュースが流れていた。一方で、先進各国の2022年
1月上旬の同新規感染者数の状況（1日あたりの1週間
平均）はこれよりも多い水準であった。例えば、新規
感染者の数は、イギリスで約15万～約18万人、アメ
リカで約40万人～約80万人であった。人口はイギリ
スが約6700万人で、アメリカが約3.3億人であるこ
とから、10万人あたりになおせば、イギリスは日本
の約4倍～約5倍、アメリカは日本の約2倍～約4倍の
新規感染者が出ている計算になる。それでも、この両
国の医療はもちこたえている。新型コロナウイルスに
ついての報道が頻繁になされるようになった2020年
2月から丸2年が経とうしているのに、上記のように
イギリスやアメリカに比べ感染者の割合はそれほど多
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から、本誌のテーマである社会科学におけるデータ分
析としての経済学を垣間見たい。

経済学は人々がどのような意思決定をするのかを研
究する。他の社会科学と同様に経済学者も様々な問題
に答えるときに仮説を設ける。そして、経済学者はモ
デルを用いて、経済現象の原因を説明する。その際、
原因となるデータを用いて実証的に分析する。例えば、
物価の上昇をみるときに、貨幣量の変化や消費の増加
量に注目するだろう。

近年、PC や統計ソフトの普及および高性能化やイ
ンターネットの発達などにより、様々なデータを取得
し、分析することが容易になった。しかし、経済学は
我々の生活そのものを研究対象とするため、自然科学
のような実験が難しい。例えば、政府が18歳以下の
国民に行う10万円の給付がわが国の経済活動にどの
ような影響を与えるのかを実験することはできない。
なぜなら、過去の給付と現在の給付では、わが国の
人口動態や経済状況や消費者の嗜好が異なるからであ
る。ここが自然科学と大きく異なる点である。

ある X という要因が及ぼす影響について、その X
の数値を変え、それ以外の環境（条件）は一定のもと
で実験を行うことによって、その X の影響を計測す
ることが自然科学の実験では可能であろう。つまり、
自然科学の実験では、その原因となるものをコント
ロールすることによって、結果の数値の変化から、そ
の因果関係を読み取ることができる。だが、その他の
環境（条件）を一定という状況を保って、こういった
分析を行うことが、経済では難しい。なぜなら、経済
状況は常に変化するし、分析を対象とする個々人が常
に同じ誘因のもと行動を起こすとは限らないからであ
る。このことから、経済では実験によって様々な要因
の影響を明らかにすることが難しいとされていた。そ
して、そのことが、経済学の特徴の1つでもあった。

そのような問題を乗り越えようとする研究が、近年
多く出されている。例えば、マクロデータの欠陥をミ
クロデータで補おうとするジョン・ベイス・クラーク
賞を受賞したカリフォルニア大学バークレー校の日系
人の Emi Nakamura 氏の貢献などは、注目に値する。
彼女のような経済学における近年の挑戦的な研究の多

くは、データ収集とその分析に基づいている。しかし、
それらの研究の全てをこの紙面上で記すことは不可能
である。よって、ここでは経済学の観点から社会にイ
ンパクトを与えた研究のいくつかを取り上げたい。具
体的には、2021年と2019年のノーベル経済学賞を
受賞した研究と、コロナ危機におけるわが国の経済分
析のいくつか紹介することから、社会科学としての経
済学の見方を紹介し、本誌のテーマについて経済学の
観点からの一考察としたい。

2021年度ノーベル経済学賞2

2021年10月に発表されたノーベル経済学賞は、
David Card 氏 と Joshua D. Angrist 氏 と Guido W. 
Imbens 氏の3人の米国人であった。これら3氏の共
通する功績は、様々なデータから因果関係を推定する
ための方法を見出したことである。また、彼らは特に
労働経済学において、「自然実験」と呼ばれるものを確
立した。スウェーデン王立科学アカデミーはホーム
ページ上でその授賞理由を公開している。前述のとお
り、自然科学の実験と違い、一般に経済学者が注目す
る経済データは何らかの結果とは独立に決まらないた
め、因果関係を示すことが難しい。彼らは、いわゆる
ランダム化実験（randomised experiments）について、
特に Card 氏は労働市場と移民政策および教育につい
ての研究が評価された。以下で、彼らの研究を簡単に
紹介しよう。

2.1　最低賃金に関する議論
Card and Krueger（1994）は、最低賃金の引き上

げによる雇用減少がないどころか、最低賃金を引き上
げた地域において雇用量が少し増加していることを明
らかにした。経済学の教科書では、労働市場において、
最低賃金の引き上げによって労働の超過供給がより顕
著になり、失業者が増加すると指摘されているが、そ
れとは異なった結果がデータから明らかになった3 4。

アメリカのニュージャージー州が時給の最低賃金を
4.25ドルから5.05ドルに1992年に引き上げたことを
その分析対象としている。この研究では、この最低賃

3	 この研究を皮切りに、以降、多くの研究が行われていることはいうまでもない。
4	 これへ反論する論文も多数書かれている。Neumark and Wascher(2000) は、別の賃金データを用いて分析をした結果、最低賃金の引き上げたところで

雇用の減少がみられたことを示しており、Card and Krueger(1994) への批判をしている。もちろん、これへ対抗する論文も出されており、最低賃金の引
き上げと雇用量に関する経済学者の間で意見の一致が十分になされているわけではない。
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とのみで比較検討の対象とはならない）、そのくじに
よって徴兵された人と徴兵されなかった人との差か
ら、従軍経験によるその後の様々な影響について分析
をしている7。

例えば、従軍経験と死亡率の研究では、従軍経験
のある白人男性は、0.15％もその他のグループよりも
死亡率が高いことが分かった8。この死亡率は、とて
も若い人を対象としており、具体的には、1974年～
1983年（1950年生まれと1951年生まれの白人男性
がサンプルであることから、23歳～ 33歳に死亡した
人を指している）の死者をもとに行っている。そのた
め、この分析結果は、自殺などについての情報も考慮
したうえでのものなので、驚くべきものであった。

また、Angrist and Krueger（1992）は、週の平均
賃金とベトナム徴兵義務のくじ引きとの関係から分
析をしている。くじの数字が低い（つまり、徴兵され
やすい）グループは、徴兵された結果、戦地で死亡す
るリスクなどを考えて学校へ入学することや勉強をし
なくなる可能性がある。人口調査に基づき、これらを
コントロールしたうえで、学校により長く行って学ぶ
ことが、週あたりの賃金を引き上げることから、より
学ぶように義務化することの必要性を明らかにしてい
る。図表2の教育のところが6.6％高くなっている。

図表2　1944年～ 1953年生まれ男性による推計値

さらに、この Angrist and Imbens （1995）は、操
作変数についてどのように扱うべきなのかについて詳
細に示しており、この点もノーベル経済学賞の科学的
背景の中でも詳細に述べられており、経済学的に分析
する際には知っておく必要があるものであるともいえ
よう。

2.3　小括
これらの研究は、現在の経済学の研究に、特に実証

金が引き上げられる前後を比較分析することによっ
て、最低賃金の引き上げの影響の考察を行っている。
また、隣接するペンシルベニア州もニュージャージー
州の最低賃金の引き上げにより労働者が移動したり、
売上が上がったりする影響を受けると考えられ、この
２つの州をとりあげ、分析を行っている。具体的には、
最低賃金で働いていると考えられるファーストフード
約410店（バーガーキング、ケンタッキーフライドチ
キン、ロイロジャーズ、ウェンディーズ5）に電話調
査を最低賃金が引き上げられる前後で行い、そのデー
タをもとに分析を行っている。

その分析から、様々な要因（例えば、正社員を非正
規にすることや、数字に表れないような福利厚生（無
料や廉価で食事ができること））を考慮しても、最低
賃金の引き上げによって雇用が失われることが起こっ
ていないという結果になった（図表1参照）。図表1か
ら正規雇用の増加率とニュージャージー州の最低賃金
の引き上げには正の関係を示している。さらに、最低
賃金があがったことと雇用の増加がみられた。これは、
価格への転嫁（実際には雇用費用の増加以上の増加）
がうまくいったうえに、需要の減少が起こらなかった
ことがその要因としてあげられている6。

図表1　誘導型モデルにおける雇用量の変化

2.2　操作変数法とその具体例
また、Angrist et al （1996）がベトナム戦時下に

あって徴兵制が一部くじ引きで行われたことを利用し
て（多くは自発的に手を挙げてベトナム戦線に出たが、
それらの軍人は民間への就職が困難な人だった可能性
もあり、ベトナム戦争に出た、出なかったかというこ

5	 マクドナルドは調査に十分に応じてもらえなかったので調査対象から外れている。
6	 しかし、例えばわが国の隣国の韓国では、文在寅（ムン・ジェイン）政権下で最低賃金を 2018 年に 16.4％、2019 年 10.9％、2020 年 2.9％と引き上

げたが、失業者が増加している。このことは、Card and Krueger（1994）の結果とは異なった状況を示している。
7	 その抽選方法は以下のとおりである。1 年の 365 日の各日にランダムに 1 ～ 365 までの数字を付し、その誕生日の番号がある数字以下（1950 年生ま

れは 195 以下、1951 年生まれの人は 125 以下など）であった場合が、徴兵の対象となった。（Angrist and Imbens（1995）pp.453-454.）
8	 Angrist and Imbens (1995) p.454
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研究に影響を及ぼした。つまり、データを用いて経済
学的な実証分析を行うには、その因果関係を明示す
ることが当たり前となっている。そういった観点か
ら、彼らの業績は計量経済学の統計手法が大きく発
展する契機の1つとなったともいえよう。くわえて、
Angrist 氏のベトナム戦争の分析におけるデータは行
政記録情報や政府統計の個票データを用いていること
から、プライバシー保護のうえ、このような政府統計
の学術利用促進が望まれるといえる。

2019年のノーベル賞3

2019年のノーベル経済学賞を受賞したのは、Abhijit 
Banerjee 氏と Esther Duflo 氏と Michael Kremer 氏の
3人で、世界的な困窮緩和への実験的アプローチが評
価された。特に、開発経済学におけるランダム化比較
実験（Randomized Controlled Trial ： RCT）が評価さ
れた。R はランダムに評価したいものや政策の有無を
割り当て、C は結果に影響を与えると考えられる環境
をコントロールすることを指す。これ自身は医学界で
新薬の試験などで用いられており、新たなものではな
いが、これを発展途上国の貧困削減に用いたことが評
価され、彼らの受賞となった。その成果は、『貧乏人の
経済学』として本が出版されており、邦訳もされている。
彼らの研究から2つほど紹介してみたい。

3.1　教育
Duflo 氏や Kremer 氏の論文からは以下のようなも

のがわかった。例えば、ケニアにおいて、学校給食を
無償で提供する、学校の制服を配布する、教科書を無
償で配布するといった施策を行った学校とそうではな
かった学校とを比較し、それらの施策を行った学校へ
通う児童の人数が有意に増加したことを示している。

しかし、その結果から、様々な問題点もみつかった。
例えば、教科書を無償提供したところで、その60％
の児童の成績には影響がないということであった。な
ぜなら、この分析対象であるケニアの国内事情が明ら
かになったからである。ケニアにおいて英語は公用語
の1つであるが、これは母国語であるスワヒリ語から
みると、第3の言語にすぎず、英語で書かれた教科書
は、中低層のレベルの児童には理解できず、役に立た
なかった。そのため、成績に影響がなかったことがわ

かった。さらに、学校のカリキュラムが上位者（主に
ナイロビといった都市部）向けのものであり、中低層
のレベルの児童には難しすぎるというものであった。

くわえて、Banerjee, Duflo and Glennerster （2008）
は、インドの小学校における習熟度別補講の教育効果
が高いことを明確にデータ結果で示している。実践的
な貧困削減の評価を行ったことは、とても興味深いし、
それをデータが表している。また、これらの研究から、
教員のスキルの問題も露呈した。

さらに、これらの結果から、データ分析における線
形的な最小2乗法といったものは、そのデータ自身が
かなり上方へのバイアスをもっている可能性があるこ
とも示されている。そのため、こういった最貧国のデー
タを用いる場合は、観測しえない特殊な要因が関わっ
ている可能性があることを明らかにした。そして、こ
のように貧困地域での様々な RCT の結果によった政
策は、経済理論で想定されている施策よりも、より効
果的な経済効果をもたらした。

3.2　健康・衛生
Miguel and Kremer（2004）は、いわゆる腸内寄生虫 

（例えば、鉤虫（こうちゅう）、フックワーム（hookwarm）
といわれる感染症を引き起こす腸内の吸血性の寄生性
回虫）に対する駆虫薬を学校に供給することについて
の研究を行っている。この感染症は駆虫薬が有効とさ
れているが、一方で、水質や衛生状況の改善も同時に
進める必要があるといわれている。

Miguel and Kremer（2004）は、NGO が行う駆除
薬による集団治療とその衛生教育について調べ、それ
を行った学校から約3km の範囲に、その外部性（駆除
薬を飲んだり、衛生教育が行き渡る）がみられたとし
ている。これが WHO による集団治療の提言に結びつ
いた。そして、この駆除薬を用いた治療が、最も安価
で効果がある政策であると結論づけられている。

3.3　小括
これらの研究はまさにランダム化比較実験を行うこ

とによる EBPM となっていることがわかる。政策を
行うにもその資源に限りがある。その限られた資源の
中で、最も効果的な施策を選択するためには、上記の
ようなランダム化比較実験は欠かせない。そして、経
済学はそれをこれまでに行ってきている。はじめのと
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図表3　コロナ感染者数と産出量とのトレードオフ関係

（出所） Fujii and Nakata （2021） p.9

まとめ5

経済学には、経済史、労働経済学、開発経済学、制
度比較、財政論、金融論といった様々な分野がある。
統計に基づいた実証分析は、様々なミクロデータが得
られやすくなった現在、主要なものとなっている。ま
た、エビデンスに基づく政策立案（EBPM）は、数値
を用いたデータ解析によってなされなければならな
い。その意味で、経済学の考え方を用いてデータを統
計的に分析する研究がより進むであろう。本稿で紹介
したものはその一部にすぎない。しかし、これらから
みえてくるのは、データを用いた分析を行うことに
よって、限られた予算制約の中、最も効果的な様々な
政策を行うことができる可能性があるということであ
る。そして、経済学はそのようなデータ分析において
有用な1つのツールであるといえよう。

しかし、はじめのところで述べたように、コロナ関
連の対策をみる限り、わが国ではどうやら経済学の有
用性はまだ十分な評価が得られていないようにもみえ
る。わが国でもさらなるデータ活用ができる環境と、
経済学を用いた実証的な研究が今後とも進展し、それ
らが政策に生かされ、ひいてはわが国の生産性が高ま
ることを願うだけである。

そして、もう1つ残念なことがある。このようなデー
タにもとづいた分析が当たり前になっているにも関わら
ず、本学の状況はそれを十分活用できているとはいえ
ない。例えば、個々の学生の成績や出身高校さらにそ
の学生がどのような入試形態で入学したのかといった
データを、それがプライバシー保護されたものでも、専

ころでも述べたように、新型コロナウイルス感染に関
する政府のアナウンスや政策は、こういった裏付けを
もとに行うのが望ましいのではないだろうか。

また、上記のノーベル賞の対象となったこれらの研
究が発展途上国での政策が主であり、貧困解決に向け
た SDGs の取り組みを行っていたことも、その評価を
高めた1つの要因であろう。

わが国のコロナ関連の経済分析4

新型コロナウイルスが世間で騒がれるようになって
約2年が経過した。この間にも、経済学者はコロナ関
連のデータを用いた分析を行ってきている。いくつか
の研究を紹介したい。

例えば、渡辺他（2020）は、『JCB 消費 NOW』のデー
タを用いて、コロナ前とコロナ後の消費データを比較
し、季節要因なども取り除いたうえで、自粛の状況を
明らかにしている。その結果から、項目別では娯楽・
交通・外食で自粛効果がみられた一方で、ゴルフ場や
喫茶店・カフェの自粛効果は小さいことを示してい
る。また、年齢層では35 〜 54才の人は自粛効果が大
きかったが、30代前半や若年層は若ければ若いほど
自粛効果が弱いことを示している。

小西他（2020）は、スーパー・コンビニエンスストア・
ホームセンター・ドラッグストアの POS データを用
いて、日本人は自発的にマスクをし、アルコール消毒
をし、感染防止を積極的に行ったことを明らかにして
いる。さらに、感染予防のための製品について、誤っ
た情報に対して、販売額が急増するものの、正しい情
報が提供されると急激に元に戻ることもみられること
を示している。

中田（2021）は、アンケート調査による旅行経験を
被説明変数とした分析から、旅行によるコロナの感染
拡大の影響がみえたと同時に、若年世代、男性、拡大
地域の人、友人とよく会うような人がそのリスクが高
く、老年世代、女性、知人との接触を抑制している人
はそのリスクが低いことが示されている。

また、Fujii and Nakata（2021）は、経済活動とコ
ロナ医療との間のトレードオフの関係を、そのシミュ
レーションから導出している（図表3参照）。また、そ
のデータは定期的に更新をされ続けており、現在も
WEB でみることができる。
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らは何もできない状況にある。これらは、データを利用
した様々な分析や研究と学生の学習促進を行うことが
できる余地が本学ではまだまだ残されているともいえよ
う。データ活用が本学でも進展することを期待したい。

任教員が提供を受けることすら困難な状況にある。ま
た、本学において個々の学生のオンライン学習履歴と
いったデータを利用して学習支援を行ってはいない。つ
まり、データ活用した個々の学生への対応という観点か
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